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【足立区労働報酬審議会】会議録 

会 議 名 令和３年度 第２回 足立区労働報酬審議会 

事 務 局 総務部 契約課 

開催年月日 令和３年１２月２０日（月） 

開 催 時 間 午後２時００分 ～ 午後５時００分 

開 催 場 所 足立区役所１１階 契約課入札室 

出 席 者 

渡部 典子 会長 小倉 絵里 副会長 田中 克己 委員 

設楽  潔 委員 村上 友一 委員 早川 勝久 委員 

欠 席 者 なし 

会議次第 

１ 開会 

２ 議事 

  議案第１号 令和２年度公契約条例適用契約に関する労務台帳の 

提出状況について 

  議案第２号 令和３年度公契約条例適用契約について 

  議案第３号 公契約アンケートの実施について 

  議案第４号 受託者の作成書類（労務台帳等）について 

  議案第５号 工事請負契約における熟練労働者以外の労働者の労 

働報酬下限額の算定方法（案）について 

  議案第６号 令和４年度労働報酬下限額（案）について 

  議案第７号 指定管理者協定の適用対象施設の拡大について 

  議案第８号 令和４年度労働報酬下限額の答申（案）について 

３ その他 

４ 閉会 

資 料 審議資料 

そ の 他 
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（審議経過） 

１ 開会 

【総務部長挨拶】 

 

２ 議事 

◆会議の公開について 

○渡部会長 

 審議会は公開としているが、非公開情報と

されているものに関する質疑があった場合に

は、審議会を一旦中断し、議事を非公開とし

たいがどうか。 

 

－全委員了承－ 

－傍聴者入室－ 

 

◆議案第１号 令和２年度公契約条例適用契

約に関する労務台帳について 

【契約課長が議案について説明】 

 

○早川委員 

 労働者側として一番懸念するところは、き

ちんとした技術技能があるにもかかわらず、

設計労務単価５１職種どおりに区分されない

労働者がいないかということである。例え

ば、普通作業員や軽作業員である。今回はな

かったが、前回と今回の労務台帳の中で、普

通作業員と軽作業員の占める割合がどれくら

いだったのか、次回の審議会で教えていただ

きたい。 

 施工体系図について、組合の方で年に何回

か開示請求をする。そうすると、いま国の方

で、建築については３次下請まで、設備につ

いては２次下請までなどとすることを推進し

ている中で、区発注工事の中に４次下請とか

５次下請とか出てくる現場もある。そうした

現場に対して、行政の方から何か、元請の方

に呼び掛けているのかどうか伺いたい。 

 

〇契約課長 

 現時点では、４次下請以降に関する要請な

どは行っていない。 

 

〇早川委員 

 今後はどうか。 

 

〇契約課長 

 検討させていただく。 

 

〇早川委員 

 業務委託の台帳の中に、職種が総括責任者

の記載があるが、時給が１，０６０円なの

か。 

 

〇契約課長 

 あくまで記載は下限額であり、実際の支払

額の記載は求めていない。 

 

〇早川委員 

 それでは、１，０６０円というわけではな

いのか。 

 

〇契約課長 

 そのとおりである。 

 

◆議案第２号 令和３年度公契約条例適用契

約について 

【契約課長が議案について説明】 

 

（質疑なし） 

 

◆議案第５号 工事請負契約における熟練労

働者以外の労働者の労働報酬下限額の算定方

法（案）について 

【以降、審議順を変えて審議。契約課長が議

案について説明】 

（案１－１）前年度と同様の方式 
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Ｒ４熟練労働者下限額（軽作業員）の 77％ 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）15,600

円×0.9×0.77÷8H＝1,352 円（日給換

算 10,816 円） 

 

（案１－２）前年度の数式－掛け率増 

日給換算 11,000 円から掛け率を逆算 

Ｒ４熟練労働者下限額（軽作業員）の 79％ 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）15,600

円×0.9×0.79÷8H＝1,387 円（日給換

算 11,096 円） 

 

（案２－１）２３区で比較的多い方式 

Ｒ４設計労務単価（軽作業員）の 70％ 

※Ｒ４単価は公表前のためＲ３の伸び

率による推計値 

Ｒ４設計労務単価（軽作業員）15,800

円×0. 7÷8H＝1,383 円（日給換算

11,064 円） 

 

（案２－２）２－１方式－前年度単価使用 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）の 70％ 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）15,600

円×0. 7÷8H＝1,365 円（日給換算

10,920 円） 

 

（案３）未熟練の区分をなくす 

熟練労働者の軽作業員に区分すると 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）の 90％ 

Ｒ３設計労務単価（軽作業員）15,600

円×0.9÷8H＝1,755 円（日給換算

14,040 円） 

 

（案４）その他 

上記、案１～案３以外の算定方法 

 

〇村上委員 

 業務委託の下限額の算定で、職員の給与と

地域手当がベースとなっているが、これに一

時金を加えるという考え方はないのか。ま

た、前回に最低賃金改定を反映してほしいと

お話ししたが、それは難しいということか。 

 

〇契約課長 

 特別給の考え方というのは、例えば会社の

業績に影響されるというところが一般的には

あり、それを算入してしまうと事業者への影

響が大きい。これまでのルールもあり、それ

は難しいと考えている。 

 

〇村上委員 

 最賃の関係も難しいということか。 

 

〇契約課長 

 最賃が令和２年度は上がっていない。足立

区の時給増加額を見ていただくと、３０円ず

つ上がっており、令和２年度に最賃が上がら

なかったにもかかわらず上がっている。これ

は特別区の人事委員会勧告に基づいた賃金で

あり、都内の事業所を調査した結果、上がっ

ていないということで、令和３年度は改定が

なかった。そういう中で、最賃の上昇分を上

げるということは難しいというのが正直なと

ころである。 

 

〇村上委員 

 必ずしも最賃と連動しているわけではない

ということか。それとも考慮はしていただけ

るのか。 

 

〇契約課長 

 そういうことも含めて人事委員会が勧告し

ているものであり、それに従って金額が決定

されているということである。 

 

〇早川委員 
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 前々から労働者側として、熟練と未熟練の

区分をなくしてほしいとお話ししてきた。そ

もそも聞きたいのが、未熟練の方と軽作業員

の方の違いについて、行政はどのように考え

ているのかである。 

 

〇契約課長 

 行政側としては、未熟練労働者はすべての

職種において、未経験の人が入ってきた段階

でやってもらう業務、専門工に上がるための

見習いの段階という理解でいる。そうした観

点で未熟練労働者の区分が必要であり見習い

の金額が設定されているものと考えている。 

 

〇早川委員 

 もう少しわかりやすくお願いしたい。 

 

〇契約課長 

 軽作業員は主として人力による軽易な作業

を行うもので、見習い、手元は熟練労働者の

助手的な立場で技能の習得を前提とした作業

を行うものではないか。作業の中身が重なる

部分もあるとは思うが、異なる部分もあると

認識しているというところである。 

 

〇早川委員 

 軽作業員より未熟練労働者の方が、技術が

必要な仕事ということか。 

 

〇契約課長 

 そういうことではなく、軽作業員も含めて

考えていくと、技能の習得を前提とした作業

を行う職種と認識しているところである。 

 

〇早川委員 

 熟練労働者の周りで働いて、補助的な作業

をやる方が、未熟練ということをおっしゃっ

ていて、軽作業員というのは、国交省の区分

で言うと、人力での水撒きとか掃き掃除だと

か、そういったことを指していると思う。そ

うすると、軽作業員の方が技術的には低いと

いうことになり、軽作業員より未熟練の方が

時給が低いというのは、おかしなことだと思

うのだが。 

 

〇契約課長 

 一般的に、勤続年数というのがあるので、

勤続年数が１年に満たない方と、軽作業員と

して数年務めた方とでは、差が出るのはやむ

を得ないのではないかという認識を持ってい

る。 

 

○渡部会長 

 事業者の見解はどうか。 

 

○設楽委員 

 職種の違いにより金額の差があるが、同じ

職種の中でも熟練と未熟練の差は当然あるの

ではないか。例えば、勤続が何年だとか、仕

事を組み立てて自分が指揮してやっていける

とか、それが熟練工だし親方である。それに

従って動いていくのが未熟練で、どこまでが

というのはあるが、そこの見極めというの

は、雇用主がするものである。客観性にやや

欠ける点もあるかもしれないが、職場の中の

評価としても、本人の意識としても、その差

はあるのだろうと思う。だから、熟練、未熟

練の区分はあった方がいいのではないか。 

 

〇早川委員 

 私が言っているのは、軽作業員と未熟練の

仕事の差が、あまりよくわからないので、熟

練と未熟練の区分を撤廃して、設計労務単価

に軽作業員という区分があるので、そちらで

積算してみてはどうかということである。 
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○設楽委員 

 軽作業員の単価で積算するということか。 

 

〇契約課長 

 実際の工事の単価には、未熟練の単価はな

く軽作業員までの単価で積算している。 

 

○設楽委員 

 職場実態としては、入社年次とか、仕事の

経歴だとかが加味されないとなると、逆に熟

練工の方から不満が出るのではないか。そち

らの方が怖い。上げてやりたいとは思うが、

上を削って下の方に出すということになる

と、熟練工の方の納得感がなくなると思う。 

 

〇早川委員 

 労働者側からは、案３で是非ともお願いし

たい。 

 

○設楽委員 

 この辺の話というのは、キャリアアップシ

ステムの考え方に絡んでくる。同じようなと

ころに根っこがある気がするので、理論は同

じことになる気がしている。 

 

〇早川委員 

 この金額が、もし案３になってしまうと、

時給が１，７５５円、月給換算では１４，０

４０円となる。そうすると使用者側の相当な

人件費負担が発生すると思う。しかし、行政

側から、予定価格を積算するときに、人件費

部分については未熟練という区分は一切考慮

せず、すべて熟練労働者で積算しているとの

回答があったので、払えない金額ではない。

そういうことなので、案３でお願いしたい。 

 

○設楽委員 

 積算単価に熟練、未熟練というのはないと

いうことか。 

 

〇早川委員 

 そうおっしゃっていた。全部が全部、熟練

の単価で積算しているのであれば、この軽作

業員の９０％だけの金額で行けるのではない

かというのが労働者側の主張である。 

 

○設楽委員 

 熟練の単価だけで積算しているという話が

あったのか。私は聞いたことがないが。現実

問題として、熟練工の時給を勘案等して単価

を決めているのではなく、職種の中で熟練も

未熟練もいるが、おしなべてこの値段でとし

かやっていないのではないか。加重平均くら

いでしかやっていないのでは。 

 

〇早川委員 

 前回、熟練と未熟練を区分せずに積算して

いるという話だったが。 

 

〇契約課長 

 積算はそういうことである。 

 

○設楽委員 

 積算の単価の求め方というのはいい、その

とおりやっているわけではない。熟練もいれ

ば未熟練もいる。その現場に何人かかるかと

いうことになると、平均でしかないのではな

いか。もし熟練でやっているのであれば、初

心者ももらってもいいかもしれないが。 

 

〇早川委員 

 設計労務単価５１職種の平均賃金は１万８

千円くらいなので、それと比較しても軽作業

員はかなり低くなっている。数字上で見ると

払えない賃金ではないのではないか。 
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○田中委員 

 実際の積算では、情報公開で請求すると、

そこは明らかになっておらず、平米いくらと

なっていて、その結果の価格は、我々から見

ると足りないと思っている。その上で、さら

に上乗せして払わなければいけないとなる

と、予算的に非常に厳しいものになるという

のが、我々の今の理解である。実際には、そ

ういう積算になっていないと思う。 

 

〇早川委員 

 そもそも足立区の積算が低すぎるというこ

とか。 

 

○設楽委員 

 低すぎるのではないか。 

 

○田中委員 

 その話は出てくる。そこが明確になってこ

ないと、早川委員がおっしゃるようにはでき

ない。払っているのに払っていないではない

かという話にはならない。そこがわからな

い。 

 

○設楽委員 

 設計労務単価の金額の９０％にしている、

その理由を前回聞いた。それが平均落札率と

いうことだったので、それならば、元々の積

算のままでやればいいと思う。何故９０％で

設定するのか。９０％で落札すると予想して

設定する必要があるのかと思う。結果として

そうなるのは別にしても、元々の積算額でや

ればいい。はなから９０％にする必要はない

という気がする。 

 

〇契約課長 

 会社としては落札率があるので、そのまま

にはいかないだろうと。その点と同時に、会

社側に一定程度の処遇の幅ができるような裁

量がないと、熟練工の中でも高賃金にしなけ

ればならない人がいるとか、いろいろ考える

と、一定程度の幅が必要ではないか、そうし

た観点も含めたものと認識している。 

 

○設楽委員 

 今の課長の話は、９０％とすることを前提

としたものか。 

 

〇契約課長 

 入札すると当然、１００％では落札しない

ので、ある程度の率にしないと、事業者の経

営が立ち行かなくなるだろうということと同

時に、一定の範囲で、よりキャリアがある方

には高い賃金を払うことになるだろうし、そ

ういう幅も必要ではないかということが、一

般的に自治体が９０％という率で額を下げて

いる理由ではないか。 

 

〇小倉副会長 

 設計労務単価の９０％ではなく１００％を

想定されたとしても、元々が人件費と分けて

ということになっていないので、そこだけを

９０％で計算されても、いろいろな職歴の人

がいるという幅があったとしても、人件費は

人件費でキープしていただくような見積もり

になっていて、工事は工事でプラスになるよ

うな設計で支払われるという見積もりになっ

ていれば、９０％をかけるかけないは別とし

て、人件費部分としてきっちりキープされて

いる中で見積もりがなされているのであれ

ば、その部分についても、その中で熟練者に

は少し多めにということはできるけれども、

そもそもの工事費の中で食ってしまう分があ

るので、人件費だけが上がると、もちろん払

えないという話にはなるのだろう。トータル

で支払いがされているのであれば、労務単価
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として９０％をかけなくても、熟練工とそう

でない方の差は、各企業で決める幅は持てる

けれども、そもそも工事費の方で取ってしま

われると、９０％が１００％に上がれば、支

払いが難しくなるという話をされているので

はないか。 

 

○設楽委員 

 そうではないのではないか。１００で出し

たものが結果として９０になることはある。

しかし、スタートで９０に抑えているという

やり方に納得がいかないということである。

設計労務単価の９０％にする説明にはならな

いような気がする。 

 

〇契約課長 

 資料で自治体別の下限額一覧を載せてい

る。野田市は８５％だったり、我孫子市は８

０％、川崎市は９１％、それ以降、８５％か

ら９０％と、すべて基本的にそういう形で単

価を出している。 

 

○設楽委員 

 昔は最低制限価格が六十数パーセントでは

なかったか。いろいろな過程があってそれが

今では、この形になっていると思うが、その

歴史でどうしても、発注側と受注側とで考え

方がぶつかってきたところだと思う。話し合

って何とかなることではないと思うが、はな

から９０％をかけてスタートするというの

は、諸事情から幅があった方がいいというこ

ととは、逆の方向ではないか。自分たちで積

算していて９０％でスタートするというのは

違うと思う。 

 

〇契約課長 

 もちろん積算は１００でしている。 

 

○田中委員 

 あくまで最低の話ではないか。他区との比

較で見ると、足立区では９０％の７７％とな

っているが、例えば江戸川区は単に７０％を

かけている。ここには９０％という考え方が

なくて、いきなり７０％ということではない

か。 

 

〇契約課長 

 そのとおりである。足立区は９０％の７

７％、計算すると７０％近くである。 

 

○田中委員 

 熟練工で９０％かけているので、統一して

９０％かけた後に何パーセントかをかけた方

がすっきりする。 

 

○契約課長 

 おっしゃるとおりである。案１が従来の考

え方、案２以降は新たな考え方なので、それ

ですぐに決められるものではないと思ってい

る。 

 

○早川委員 

 今日の審議会で決めないといけないのでは

ないか。 

 

○契約課長 

 そのとおりである。 

 

○田中委員 

 案１－１は、令和元年のときに１万円にし

ようということで出した０．７７だと思う。

そのときはそう決めたが、今度は１万１千円

を目指して０．７９に変えるというのは、少

し乱暴ではないかと思う。 

 

○早川委員 
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 未熟練の金額設定をした８年前の審議会委

員の中で、実際の単価に近い形で係数をかけ

ていこうではないかというのが出発点であ

る。 

 

○田中委員 

 １万１千円の根拠が…… 

 

○早川委員 

 根拠はいつも私が示しているとおり、求人

誌を分析した結果である。 

 

○田中委員 

 実際の労務単価が、実勢に則して上がって

いないということだと思うが、労務単価をこ

ちらで補正するということではないか。設計

労務単価から計算することになっていないと

いうことではないか。 

 

○早川委員 

 ８年前の出発点がそうだったということで

ある。 

 

○田中委員 

 それでは、システマチックになっていなく

て、私たちが変わってしまうと、これは何だ

ということになるのではないか。そういう意

味で言うと、０．７７を維持するか、全く考

え方を変えて他区と同じにするか。案１－２

は説明がつきにくい。１万１千円を根拠にす

ると、設計労務単価自体がおかしいというこ

とになってしまう。そもそも設計労務単価を

基に上がってきて、足立区の考え方で上がる

ということであれば、今までやってきたとお

りに上がるということでいいのだが。１万１

千円の求め方が、足立区としてこうなってい

るというのであればいいのだが、１万１千円

というのが曖昧である。案１－２にすれば上

がるのだが、理屈立てが難しいのではない

か、整合性が。 

 

○早川委員 

 実態を見ると、１万１千円で募集している

のが求人の大多数である。募集している金額

より未熟練の単価を低いラインで決めてしま

うところが問題だと思う。公共工事に従事す

る人たちなので、平均以上の賃金設定をしな

ければ下限額設定の意味合いがなくなってし

まうと思う。 

 

○田中委員 

 最低がである。実際に支払われるものでは

ない。 

 

○渡部会長 

 確かに実態に合わせて逆算するというのは

あるが、上がるときというのは、設計労務単

価が上がるから、結果として上がるというの

が本来であり、そこが上がっていないのにか

け率を調整するのは、おかしいというご意見

かと思う。 

 

○田中委員 

 そうである。もし労働者側として動くので

あれば、そちらに向けて、設計労務単価がお

かしいではないかという動きをするべきでは

ないか。 

 

○早川委員 

 設計労務単価がおかしいというよりも、例

えば江戸川のかけ率７０％というのもおかし

いと思う。熟練の設計労務単価の９０％とい

うのがあるのだから、軽作業員を未熟練と捉

えるのであれば、同じ９０％でいいのではな

いかというのが、こちら側の考え方である。 

 



9 

 

○田中委員 

 案１－１、案１－２ではなく、案３なのか

その他なのかという議論になるのではない

か。 

 

○早川委員 

 案件が他にもあるので、労働者側としては

少なくても１万１千円を目指したいというと

ころが根幹である。先ほどのロジックどおり

にやるというのであれば、案３が一番すっき

りするとは思うが。 

 

○設楽委員 

 熟練と未熟練を同じに扱うというやり方

か。 

 

○早川委員 

 設計労務単価の５１職種の中で熟練と未熟

練がはっきり分かれている、軽作業員という

ことで。 

 

○設楽委員 

 それは発注用の積算単価ではないのではな

いか。 

 

○早川委員 

 設計労務単価は基準単価になっているので

はないか。 

 

○契約課長 

 積算では未熟練の単価というのは使わない

が、従来から設定されているということであ

る。それを設定しないということになると、

今までの考え方を全面的に変えることにな

る。 

 

○早川委員 

 設計労務単価５１職種の考え方というの

は、熟練の人たちはそれぞれに合った職種、

そこまで至らない人が、普通作業員、普通作

業員までの技能がない人が軽作業員という区

割りではないか。 

 

○設楽委員 

 それは同じ職種の中であればわかるが、

元々、軽作業員というのは掃除をするとかで

技術的に経験が必要なものではないという気

がする。逆に言うと、現場で何かやるとなる

と、熟練しないと、覚えなければできない、

安全性の面からも。軽作業員の単価が云々と

いうよりも、職種の単価で決めていかない

と、意味がなくなってしまう。同じ技術労働

者でも高い安いがあるのではないか。それは

熟練に対する時間の問題とか、精度の問題と

か、知識の問題とか、全部が絡んでの熟練、

そういう評価の意味での熟練ではないか。そ

こまで知らなければ、全体の作業の中で、こ

こまではできるが全部はできない、非熟練で

ある。軽作業員ではなく非熟練か熟練、ある

いは非熟練か熟練Ａ、熟練Ｂがあるくらい。

それくらいの段階だと思う。 

 

○早川委員 

 それでも国の方で、それ以外に、普通作業

員、軽作業員という区割りを設けているとい

うのは、従事する労働者全部が熟練ではな

く、そうではない人も一定程度いるというこ

とからではないか。 

 

○設楽委員 

 若い人も年次を経ていくということで、そ

ういう構成になるのではないか。民間で給与

の差が出るのは、そういうことなのではない

か。熟練と未熟練の区分をなくして同列にす

るというのは、同じ給料になってしまう、新

しく入ってきて同じ給料になってしまう、そ
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れは納得できないということになる。 

 

○早川委員 

 だから熟練と軽作業員では相当の設計労務

単価の差があるのではないか。 

 

○設楽委員 

 社内評価、会社の基準で支払っているわけ

である。単価の有無は、入札を狙っての話な

ので、意味が違うのではないか。設計労務単

価が平均値だとすると、数値は別々の扱いで

あり、一緒くたに話をしても、なかなか隔た

りは埋まらない気がする。 

 

○渡部会長 

 事業者側から見て、理論的にも実際的にも

すっきりするのはどの案か。 

 

○設楽委員 

 ０．９掛けを守るとすると今までの…… 

 

○田中委員 

 案１－１なのだろう。 

 

○小倉副会長 

 案２－１はどういう視点か。公表前なので

伸び率で想定したと。 

 

○契約課長 

 想定の数値である。令和４年度の設計労務

単価が基礎となるためである。足立区では前

年度の設計労務単価を基礎としており熟練工

はその９０％としているが、案２－１とする

と、その整合がとれなくなる。案として想定

されるものとしてあげているが、これまでの

経緯からすると難しいと思う。 

 

○小倉副会長 

 本来的にはこういう形なのでないか。０．

９に０．７７のような形なら逆算して１万１

千円が落としどころなのかもしれない。設計

労務単価ありきとするのが本来のあり方なの

だろうが、今の話では案２はあり得ないとい

う感触である。しかし、本来のあり方として

は設計労務単価ありきのところでいくべきと

いう気がする。 

 

○田中委員 

 熟練労働者は０．９であるが、０．９は何

かという話もある。加えて０．７である。 

 

○渡部会長 

 案２－２は基礎とするのが令和３年度単価

だが、どうなのか。 

 

○田中委員 

 他は案２－２でやっているということでは

ないのか。 

 

○契約課長 

 比較的多くやられている方式ということだ

が、基礎とする単価の年度は現年度である。 

 

○田中委員 

 案２－１が多いということか。 

 

○早川委員 

 その方式の０．７というのも根拠がわから

ないのではないか。そうすると実際の募集単

価の１万１千円が落としどころではないだろ

うか。 

 

○渡部会長 

 ０．７をかけている区は、熟練で０．９を

かけている単価も現年度のものなのか。 
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○契約課長 

 そのとおりである。案２－１とすると熟練

の方も基礎とする単価の年度を変える必要が

出てくるだろうと考えている。 

 

○田中委員 

 そうすると案２－２ということか。 

 

○契約課長 

 これは単純に０．９に０．７７の数値に近

いだろうということである。他区で０．７を

使っているということであるが、前年度単価

にかけている区はないので、単純に１万１千

円に近いということで出した案である。算定

結果としては、案１－１では１０，８１６

円、案１－２は１１，０９６円である。 

 

○設楽委員 

 区の臨時職員に影響するのか。 

 

○契約課長 

 工事の職員はいないので影響は特にない。 

 

○田中委員 

 思い切って案２－１にして、今後、案３を

どうしていくのか検討していくことにした方

が、すっきりするような気がするが。 

 

○契約課長 

 そうすると各事業者が全職種で賃金を引き

上げなくてはならなくなるが。 

 

○田中委員 

 そういうことになるのか。 

 

○契約課長 

 案２－１だと、そういうことになる。 

 

○田中委員 

 今年度で払うものが前年度での計算だった

のが、今年度のものになるということか。 

 

○設楽委員 

 そういうことである。 

 

○契約課長 

 ４年度の設計労務単価はまだ出てないが、

おそらく上がると思う。 

 

○小倉副会長 

 案２－１は現実的ではないということでは

ないか。すっきりはするが影響が大きいと。 

 

○渡部会長 

 案１－１か案１－２ということか。それと

も案２－２もあり得るか。 

 

○契約課長 

 熟練は０．９をかけているが案２ー２だと

０．９がなくなってしまい、これだけが例外

になってしまう。 

 

○田中委員 

 他区はそうしているのではないか。使う年

度は違うとしても。 

 足立区の方は年度が前なので、下限額が低

いということか。 

 

○契約課長 

 そういうことになる。上がる状況ではそう

だが、逆に下がる状況では下がるのが遅れる

ことになる。 

 

○田中委員 

 そこをずらすというのは、大変な考え方の

変更になるようだ。 
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○小倉副会長 

 案１－２がこれまでの踏襲でいける近い案

ということか。 

 

○契約課長 

 案１－１でも１７円増である。案１－２だ

と５２円増になる。 

 

○早川委員 

 繰り返しになるが、こちら側としては実態

に合わせた金額設定でお願いしたい。そもそ

も出発点がそこなので、それも踏まえて。熟

練未熟練の区分がないところもあるので、そ

れを考えれば、足立区の下限額については案

１－２が落としどころではないかと思う。 

 

○田中委員 

 １万１千円の根拠が不明確なので賛同でき

ない。それなら案２－２の方がすっきりす

る。 

 

○早川委員 

 案２－２の７０％という根拠もわからな

い。 

 

○田中委員 

 ７０％という根拠はわからないが、実際に

は上がることになる。０．６９３から０．７

になる。１０，９２０円と１万１千円にも近

い。 

 

○早川委員 

 １万１千円を超えたいというのが、こちら

側の…… 

 

○田中委員 

 それはわかるが、案１－２はよくないと思

う。他に１万１千円となる納得できる数式が

あればいいが。他区にならって案２－２、そ

れで結果的に金額も上がる。 

 

○早川委員 

 案２－２で７０が７１でもいいわけで、そ

もそも７０という数字に根拠がない。 

 

○田中委員 

 世田谷、目黒、新宿、江戸川でやられてい

る。最終的には６人で多数決を採るのか。 

 

○設楽委員 

 それは例がない。 

 

○契約課長 

 今回決まらなければ、次回に向けて改めて

検討するということで、今回は今回というこ

とで決めていただくということもあると思う

が。他の自治体でも新しいところもあるの

で、どこまで続くのかというところもある。

案１－１が０．７７で案１－２が０．７９、

その間をとるというのもある。例えばの話だ

が。 

 

○渡部会長 

 割り戻すのがすっきりしないということで

はないか。０．７で一回決めてしまえば基本

的にそれでいけて、あとはかける基の金額の

変動で実態が反映されるはずだということで

はないか。０．７であれば０．９の０．７７

という現状を大きく変えることにもならない

ということではないか。 

 

○田中委員 

 また１万２千円になり、０．８１になる

と、そういう話になっていくであろう。ここ

で、すっきりしておいて、熟練未熟練の議論
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にいくというのもいいのではないか。そこも

難しい話かもしれないが。 

 

○渡部会長 

 どう決めたらいいか。決を採るまででもな

いと思うが。 

 

○田中委員 

 案２－２でどうか。その方がすっきりしな

いか。 

 

○早川委員 

 今後のことを考えるとすっきりするが、７

０というのがあまりに低すぎる。ここで７０

ということを決めてしまい固定化されると、

実態の未熟練の賃金と大きく離れてしまう。 

 

○田中委員 

 しかし差は８０円である。大きくかけ離れ

ているだろうか。 

 

○早川委員 

 その可能性が出てくるということである。 

 

○田中委員 

 そこは本来の設計労務単価の話になるので

はないか。そちらで一生懸命やっていただか

ないと、対国の話ではないか。 

 

○早川委員 

 国が実態に合ってなければ、こちらで７０

という積算を議論しなければいけないという

ことなので、７０というのをがっちり決めて

しまうと、議論が先に進まなくなるというこ

とである。 

 

○田中委員 

 それでは、他区の様子を見ながら進めては

どうか。７１や７２にする区が出てきたら、

やはりそう変えるべきなのかという話にして

おいて、足立区だけ進めるのではなく、変え

てくるところが出て来るのであれば、また議

論することにしてはどうか。 

 

○早川委員 

 ７０を固定しないということであれば。 

 

○設楽委員 

 そうすると９０も同じことではないか。受

注者の立場からは、そちらだけなのかという

気がしないでもない。 

 

○小倉副会長 

 最初に０．９にさらにかける形でスタート

しているので、これをベースにすれば調整は

しやすく毎年それでいけるのだろうが、この

数字がどうして出てきたのかは付いて回ると

いう危惧はある。例えば来年は０．８０とか

０．７８とかになっていく可能性はある。そ

れでは７０はどうなのかというのはあると思

うが。 

 

○田中委員 

 他区がやっており、おそらく実態に近いの

であろうという想定はできるのではないか。 

 

○小倉副会長 

 ７０に固定する必要はないので、今回はと

いう前提であればというところである。 

 

○早川委員 

 今まで足立区の審議会では柔軟性を求める

ために７５％、７７％に引き上げてきた。他

区が７０で全く動かないときに、足立区も７

０で進んでしまうのは困るなと思う。 
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○設楽委員 

 他区が動いている動いてないということで

はないのではないか。 

 

○早川委員 

 先ほど、そのようなニュアンスの話があっ

たので。 

 

○田中委員 

 それでいいのではないか。固定化するわけ

ではないし、また早川委員の方式で計算をし

て、これだけ離れているという議論があって

いいのではないか。 

 

○渡部会長 

 案２－２でよろしいか。ただし見直しはあ

り得るということで。 

 

－全委員了承－ 

 

◆議案第６号 令和４年度労働報酬下限額

（案）について 

【契約課長が議案について説明、先ほどの審

議結果を受けて議案を修正】 

 

－修正した内容で全委員了承－ 

 

◆議案第７号 指定管理者協定の適用対象施

設の拡大について 

【契約課長が議案について説明】 

 

○小倉副会長 

 金額が下がりすぎることに対しては、通常

の賃金を考えると、取り決めがされたので下

がりますよということは、そのまま継続して

勤務している人にとって、一般的に労働基準

法ではあり得ない。法規に準じて下げますよ

ということはあり得ないことなので、今まで

の賃金に近い形を維持した上で納得しての継

続した勤務でないと、労働者側にとって不利

益の度合いが高すぎるので、その点を考慮し

た案でいくべきと考える。 

 

○田中委員 

 案３ということか。 

 

○小倉副会長 

 案３以外では、下がりすぎてしまって、条

件が変わったから給与が変わりますという範

囲を逸脱してしまっている感じがする。 

 

○田中委員 

 いいと思う。 

 

○設楽委員 

 結構である。 

 

○渡部会長 

 案３であれば、下限額は現状の水準より低

いけれども…… 

 

○小倉副会長 

 今までに比べて賃金が下がるというのはど

うかという気はするので、そこは維持したま

ま、更新のときにその点を話をして更新すべ

きという気がする。納得して次の契約をする

ということであればいいが、事情が変わった

ので急に下がるというのは…… 

 

○田中委員 

 事業者は、これを見て下げるのだろうか。

可能性として下げることはあるのだろうか。 

 

○小倉副会長 

 下限ということなので、上回った形でお願

いをすべきかと。下げてしまうわけにはいか
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ないだろう。 

 

○契約課長 

 適用されるのは、新しく選定された事業者

に対してなので、今の勤務をしている人に適

用されるものではない。 

 

○小倉副会長 

 今まで勤務してきた人を下げるというの

は、納得がいかないということなので、これ

から新たなというところが前提だと思う。土

地柄的なところがあるので、求人をかけたと

きに、その条件では人が集まりにくいので、

そこを下限として調整が必要な地域なのかな

という気がする。 

 

○渡部会長 

 案３でよろしいか。 

 

－全委員了承－ 

 

◆議案第３号 公契約条例アンケート実施

（案）について 

 

○田中委員 

 事業者側でお願いしたいのは、事業者向け

のアンケートについて、公契約条例に関する

書類作成の経費が予定価格に計上されていな

いということで、実際にどれくらいかかって

いるのかを計るものを入れていただきたいと

いうことである。 

 

○契約課長 

 追加資料として出させていただいている。

問５－１、問５－２として、その点を加えて

いる。 

 さらに、公契約条例の存在意義についても

入れたいという意見を事前にお聞きしていた

ので、問１３としてその設問を加えている。 

 

○田中委員 

 感謝する。 

 

【契約課長が議案について説明】 

 

○田中委員 

 現在、適用の業者に実施するのか。 

 

○契約課長 

 適用の業者を予定している。 

 

○田中委員 

 労働者向けの対象は、どれくらいをイメー

ジしているのか。 

 

○事務局職員 

 前回は、１契約当たり１０から２０人程度

で実施した。 

 

○契約課長 

 前回はそれくらいだったということで、ご

意見をいただきながら検討していきたい。 

 

○早川委員 

 今日で決めるというわけではないのか。 

 

○契約課長 

 今日で決めるわけではない。 

 

－ここで田中委員退席－ 

 

○早川委員 

 労働者向けアンケートの問５－２だが、組

合でも賃金アンケートを結構やっている。賃

金アンケートをやっているときのポイント

は、職人には文字を読むとかが得意ではない
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方がいて、如何にシンプルな質問にするかで

あり、そこに注意しながらアンケートをとっ

ている。これを見ると、下限額より１割未満

程高いとか２割高いとか、計算が必要になっ

ている。この辺は、ずばりもらっている日当

はいくらかというような質問に切り替えた方

が、シンプルでいいのかなという思いがある

ので、ここは変えていただきたい。委託の方

も同様である。アンケートをとる労働者の範

囲をもう一度説明いただきたい。 

 

○事務局員 

 前回は、１契約当たり１０から２０人程度

で実施した。 

 

○早川委員 

 それは一次下請の労働者なのか二次下請の

労働者なのかはわからないということか。 

 

○契約課長 

 前回はそうだった。今回どうするかは決め

ていただければと思う。 

 

○早川委員 

 これからということか。 

 

○契約課長 

 そのとおりである。 

 

○早川委員 

 労働者側の希望としては、実態に近いアン

ケートをとるということであれば、現場に直

接出向いて職人と相対して面前で答えてもら

って回収するやり方の方が、より適切な声が

拾えるのかなということがあるので、そうし

たやり方を少しは検討していただきたい。費

用とがかかるということであれば、区内の労

働組合の力も借りてやっていただきたいと思

う。 

 

○契約課長 

 実施の方法について本日の案であげている

のは、依頼事業者あてに郵送をして、併せて

労働者への配付も依頼をして、事業者、労働

者それぞれから個別に無料の返信用封筒で回

答してもらうというものである。前回は元請

を通じてだったが、今回は直接回答してもら

う形である。直接会ってということはわかる

のだが、マンパワーもかかる話である。配付

されたアンケートを家に持ち帰り回答を直接

投函できるような形でやりたいと考えてい

る。そのやり方で秘密は守られるので、一定

程度はデータが集まるのではないかと期待し

ているところではある。 

 

○早川委員 

 前にもお話ししたが、東京オリンピックで

の現場調査のやり方について、国際林業建設

組合という労働組合が、日本のアンケートの

やり方について指摘していて、日本の建設業

のアンケートは元請経由でやるから、実態が

把握できていないということである。建設業

界の団体も同じような指摘をしているので、

同じようなやり方ではなく、より実効性のあ

る現場へ出向いてアンケートをとるやり方も

検討していただきたいということである。 

 

○小倉副会長 

 アンケートの中に、元請、一次下請、二次

下請かを回答してもらう設問がある。現場の

方は、自分がどれかというのは理解している

のだろうか。 

 

○早川委員 

 理解していない人は多い。組合で定期的に

行っているが、わかってない人が半数くらい
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いる。 

 

○小倉副会長 

 全員が意識して働いているのかなというと

ころがあるので、アンケートになったときに

回答ができるだろうか心配なところがある。

誰かに聞いて回答ができればいいが、少し内

緒で答えられるようになっていると、わから

ないけれどとりあえずその他で答えておこう

ということになりやすくなるかなという気が

する。若い人は細かく文字を読んで答えるこ

とが苦手ではないかと感じるところもあるの

で、一つ危惧しているところである。 

 

○早川委員 

 直接現場に行ってアンケートを口頭でやる

と、わからないところは隣の先輩にすぐ聞い

たりして教えてもらっている。そういうメリ

ットもある。デメリットもあるだろうが。 

 

○契約課長 

 請け負い関係については、わからないとい

うケースはあり得るので、わからないでも構

わないのかなと。わかればということで、あ

るいは、設問は少ない方がいいということで

あれば、削ってしまっても構わない。回答で

企業ごとに傾向が出ればということで設けた

ものだが、その他が多くなることも想定しな

がら残すか、削るかということだと思う。 

 

○早川委員 

 現場には外国人も多いが。 

 

○小倉副会長 

 そのため日本語が読めるのか危惧してい

る。また、難しい言葉だとわからないのでは

ないだろうか。 

 

○早川委員 

 適用現場でアンケートをとったときに、公

契約適用現場だと話しても、それは何？と返

ってくる。対面でアンケートをとれば、公契

約条例とはという説明もできるので、よりい

いアンケートがとれる。よりいいアンケート

がとれれば、それに基づいて議論をさらに深

めていくことができる。 

 

○小倉副会長 

 問３の賃金支払い方法の設問もどうだろう

か。おそらくよくわからないのではないか。

完全日給制、日給月給制、完全月給制の違い

は、あまり理解されていないと思う。その辺

は簡素化できるのであれば、日給制か月給制

かくらいの方が、理解した上で回答してもら

えるのではないか。 

 

○契約課長 

 回答の選択肢は、日給制、月給制、その他

くらいにした方がいいということで了解し

た。 

 

○小倉副会長 

 もっとも、アンケートの趣旨に応じてとい

うことなので、省けないというところはある

と思うが。 

 

○契約課長 

 なお、追加資料でお付けしているが、アン

ケートには下限額の一覧も付けて回答しても

らおうと考えている。 

 

○早川委員 

 時給の表示はいるだろうか。数字の記載が

多いと読みづらいと思う。建設業界は基本的

に日給で支払わているので時給を書く必要が

あるのかなと思う。 
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○契約課長 

 そういうことであれば、それは構わない。 

 労働者向けアンケートの問５－５で、下限

額より低い金額しか支払われていない場合に

区長等に申し出ることができることを質問し

ているが、条文そのものを書いていて、表現

が難しいという意見もあるが、どうか。 

 

○早川委員 

 間違いなく書き直した方がいい。 

 

○契約課長 

 問７－１から３は前回もあった設問で建退

協の手帳に関するものであるが、これについ

てはどうか。 

 

○小倉副会長 

 建退協の手帳については理解している人は

多いのか。 

 

○早川委員 

 多くない。組合で調査すると、理解してい

るのが３割くらいである。 

 

○小倉副会長 

 何の手帳かわからずに持っている人もいる

のでは。 

 

○早川委員 

 いると思う。だからこそ現場に行って、建

退協の手帳とはこういうものだ、退職したと

きの退職金の制度で、予定価格に証紙代とし

て組まれているので、請求する権利があると

いうことを説明しながらアンケートもとれる

ので、現場に行くことはいいことだと思う。 

 

○小倉副会長 

 どうしても難しいようであれば、手帳のサ

ンプルを示して、これを持っているかと。年

金手帳ですらわからない人が多いが、ブルー

の手帳を示すと、それなら持っているという

ことがあるので、サンプルを示して聞くのは

効果があるような気がする。 

 

○契約課長 

 問８では、技能向上の取り組みとして、建

設キャリアアップシステムや技能講習、登録

基幹技能者資格について聞いているが、これ

についてはどうか。 

 

○早川委員 

 建設キャリアアップも建退協と同じで、理

解している人は少ない。やはりカードの現物

を示すのがいいのではないか。 

 

○小倉副会長 

 登録している人は、これを持っているかと

いうのがあれば、これは持っているとなるの

ではないか。 

 

○早川委員 

 現場に行って本物を見せればリアリティが

ある。紙で印刷したものを付けたとしても、

白黒印刷だと思うので、イメージが伝わらな

いと思う。 

 実施時期は、いつを予定しているのか。 

 

○契約課長 

 来年度と考えている。 

 

○早川委員 

 来年の秋頃か。 

 

○契約課長 

 ご意見をいただきながら決めたい。 
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○早川委員 

 それでは、来年７月頃の第１回の審議会で

固めて、それ以降に実施するイメージか。 

 

○契約課長 

 そういうスケジュール感になると思う。 

 

○渡部会長 

 事業者向けアンケートについてご意見等は

ないか。 

 

○設楽委員 

 一人親方がどれくらいいるのかは掴めない

か。 

 

○契約課長 

 労働者向けでは、元請、下請で働いている

かと聞いているが…… 

 

○設楽委員 

 何割くらいいるのかわかるとありがたいの

だが。労働者向けの設問から集計できるかも

しれないが。そこが解決しないと、社会保険

のことについても疑問が残るのではないか。 

 

○小倉副会長 

 問７で下限額設定の課題を聞いているが、

設計労務単価の９０％になっている理由とか

が事業者にはよくわからないので、答えに困

るのではないか。 

 

○契約課長 

 おっしゃるとおりである。前回も設定金額

や設定基準について聞いていて、それを引用

して、よりわかりやすく作ったつもりだった

が、元々が難しい質問ではある。そのため、

ここは金額が高いか低いかだけでもいいよう

な気もするので、そのような質問にしたい。 

  

○渡部会長 

 それでは、アンケートについては次回にま

た検討することとしたい。 

 

◆議案第４号 受託者の作成書類（労務台帳

等）について 

【契約課長が議案について説明】 

 

○早川委員 

 足立区の公契約条例ができて８年くらいが

経過している。しかし、そう大きな変化はな

いと思う。適用範囲も工事が１億８千万円、

委託が９千万円である。労働者側からは適用

範囲の引き下げを求めているが、何が足かせ

になっているかというと、事業者がいつも言

っているように、労務台帳の作成提出に手間

が相当にかかっているところである。他の区

を見て、チェックシートのみで対応している

ところがあるということがわかった。世田谷

のを見ると１枚だけで相当に簡易なものであ

る。その辺の事務作業も大幅に軽減されるの

で、足立区も適用範囲を下げるということで

あれば、その辺を議論してもいいのかなと思

う。それと、委託に関しては他区では１千

万、２千万のラインである。足立区の９千万

円は異常に高いので、他区を見習って引き下

げる議論をしてもいいのかなと思うので、よ

ろしくお願いしたい。 

 

○契約課長 

 事業者の負担ということもあるので、可能

なのかどうかアンケートで実態を把握した

い。 

 

○早川委員 

 ６千万円以上の発注工事に入札できる業者
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は、区内本店業者に限られている。この間の

総務委員会資料を見たが、区内支店業者も入

札に参加できる方向に切り替えるようなこと

だった。そうなると、区内本店業者以外、大

手ゼネコンの支店も入札に入ってくると思

う。それで考えられるのは、落札額がぐっと

下がってくる可能性があることである。低い

額で受注した業者は、材料費は抑えられない

ので、人件費で調整する可能性がある。１億

８千万円以上の工事の人件費は、公契約条例

があり守られるが、６千万円から１億８千万

円までの工事については、公契約条例の適用

がないので、労働者の保護がなされないこと

が非常に考えられる。そういう意味で、公契

約条例の適用範囲引き下げも、入札参加業者

拡大と同時に議論していかなければならない

ので、検討の方をよろしくお願いしたい。 

 

○契約課長 

 ご指摘の趣旨は理解した。 

 

◆議案第８号 令和４年度労働報酬下限額の

答申（案）について 

【契約課長が議案について説明】 

 

○早川委員 

 意見欄の今後の課題としてのところだが、

建設キャリアアップシステムは国も推進して

おり、足立区の公共工事の現場、５０億円規

模の現場もあるので、カードリーダを設置し

て、区としてもキャリアアップシステムカー

ドの普及、推進を図られたいというような文

言を入れていただきたい。モデル現場を作る

なりして、実験的に試行するようなことで進

めてもらいたい。 

 

○渡部会長 

 この意見を追加したいということだが。 

 

○契約課長 

 建設キャリアアップシステムの現場におい

ての推進を図られたいということで承知し

た。 

 

○渡部会長 

 本日の意見や要望を反映させ事務局で答申

案をまとめ、委員のみなさまに答申案を確認

いただいた後、区長に答申することとした

い。 

 議事録についても同様ということでよろし

いか。 

 

－全委員了承－ 

 


